
建設発生土の官民有効利用
の試行マッチング
（概要説明資料）
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国土交通省

総合政策局公共事業企画調整課環境・リサイクル企画室



建設発生土の有効利用マッチング促進の背景・目的・効果等

国土交通省「建設リサイクル推進計画２０１４」（Ｈ２６．９）

３．新たに取り組むべき重点施策

（７）建設発生土の有効利用・適正処理の促進強化

①官民一体となった建設発生土の有効利用マッチングを強化するためのシステム構築

②内陸受入地での発生土の取扱い情報を把握するためのシステム構築

③内陸受入地での不適切な取扱い・公衆災害抑止のための内陸受入地選定の促進

＜システム改善イメージ（黒文字：従来、赤文字：新規）＞

－搬出側は土の発生場所、搬出土量、土質・品質証明情報、搬出予定時期等をシステム登録。

－利用側は土の利用場所、利用土量、土質、利用希望時期、利用方法をシステム登録。

－システム上に適切な一時ストックヤードや土捨場に関する情報を登録。

－個々で調整しきれなかったものについて、マッチング促進情報を展開。

－搬出側はマッチングしきれなかった際の発生土の受入地での取扱い情報を登録

－発生土受入量が多い内陸受入地での土の取扱い状況の個別調査を実施。

【取り組み効果】

－建設発生土の官民一体的な有効利用の促進（＝建設残土の発生抑制）

－建設発生土有効利用率の向上

－内陸受入地における建設発生土の不適切な取扱いの抑止

【取り組むにあたっての留意点】

－民間建設工事のシステム参画促進方策の検討
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現行システムで情報交換している内
容
搬出予定工事の土量情報等
発注機関、工事名称

発生時期、発生場所、発生量、発生土質

搬入希望工事間の土量情報等の交換
発注機関、工事名称

利用時期、利用場所、利用量、利用土質

※公共工事および民間公益工事に限る。

新たに情報交換していきたい内容

①公共工事、民間工事一体となった土量情報の登録、
情報交換

②土質証明、有害物質試験結果等の情報交換

土質証明に関する情報 など

③工事間利用相手候補リストの作成

それぞれの工事ごとに、土質、土工期の条件が適合する
一定エリアの搬出土情報 など

④工事間利用できなかった場合の搬出先情報の記
載

⑤土質改良プラント、ストックヤードに関する情報交
換

立地場所、利用料金、受入条件 など

⑥工事以外の有効活用に関する情報交換

活用場所、受入料金、受入条件、受入可能量 など

⑦建設発生土受入地に関する情報交換

受入地立地場所、受入料金、受入条件 など
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Ｈ２７年度から試行する建設発生土の有効利用マッチング

■平成２７年度から試行する建設発生土の有効利用マッチングは、次の『①公共工事、民
間工事一体となった土量情報の登録、情報交換』、『④工事間利用できなかった場合の
搬出先情報の記載』とする。④は①のマッチング調整結果登録に該当。



■平成２７年度から試行する建設発生土の有効利用マッチングは、次の『①公共工事、民
間工事一体となった土量情報の登録、情報交換』、『④工事間利用できなかった場合の
搬出先情報の記載』とする。 ④は①のマッチング調整結果登録に該当。

Ｈ２７年度から試行する建設発生土の有効利用マッチング
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■官民一体となった情報交換の実施イメージは次の通り。
■専用のホームページを活用して、情報交換の試行を実施。

公共工事の情報は『建設発生土情報交換システム』上のデータを活用（公開情報は
限定）

民間工事の情報は受注者（元請会社）、及び専門土工事業者からの情報登録、
情報登録済会社との情報交換を実施。

情報登録方法（民間工事）

①官民一体となった情報交換の試行イメージ
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民間工事は、所定のフォーマッ
ト（P.7を参照）にデータを記入し、
『建設発生土官民有効利用試
行マッチング事務局』に電子
メール等で提出（①）

情報交換方法（公共工事）
公共工事データは、従来の『公
共工事土量調査』によりデータ
登録（①）

情報交換、利用調整
情報交換専用ホームページか
らデータをダウンロード（②）
電話等により個別マッチング調
整を実施（③）



■官民一体となった建設発生土の有効利用マッチングの試行に参加する民間工事の情報
収集（情報提出）は、次の方法で行う。

マッチングの参加者（試行参加者）

日本建設業連合会、全国建設業協会加盟会社のうち試行にご協力いただけ
る企業

上記、日建連、全建加盟企業から推薦を受けた土工事業者（建設業許可保有
企業）

民間工事の情報提出方法
対象工事
Ｈ２７年度に土砂の搬出入があり、次の規模基準のいずれかに該当する民間建設工事
（資源有効利用促進法、公共工事土量調査の規模基準に準拠）

搬出工事：１，０００ｍ３以上

搬入工事： ５００ｍ３以上

Ｈ２８年度以降は、試行の効果等を勘案して再検討

民間土木工事、民間建築工事に限定。

提出方法、提出フォーマット
EXCEL形式（2000-2013形式）による情報収集（Ｐ．７参照）

情報提出時期
民間工事の土量などの情報を整理次第、「建設発生土官民有効利用試行マッチング事
務局」に電子メールで提出
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①官民一体となった情報交換の試行方法

※事前登録制。ただし、試行開始後の途中参加も可能。

※とくに、１万ｍ３以上の大規模工事は、本試行マッチングによ
る効果が大きいため、積極的な情報交換の対象とする。



■民間工事の情報は、工事間利用に必要となる情報に限定して提出。
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①官民一体となった情報交換の試行方法

提出情報のフォーマット（案）



■公共工事、民間工事の土量情報の提供、情報公開等は次の方法で行う。

情報公開の方法

「建設発生土官民有効利用試行マッチング事務局」が設置する専用の
ホームページ（情報交換専用ホームページ）上に、情報を掲載

情報公開機関

公共工事、民間公益工事発注機関：

国、都道府県、政令市、市町村、特殊法人、民間公益企業

民間工事受注者：

日本建設業連合会、全国建設業協会加盟会社、及びこれらより推薦を受けた土工
事業者のうち試行参加申込企業（事前登録制。ただし、試行開始後の途中参加も
可能。）

公開地区

地方ブロック別の情報を公開（北海道地方、東北地方、関東地方、・・・）

情報更新の頻度

週１回更新（毎週月曜日にデータ更新）
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①官民一体となった情報交換の試行方法（案）



■民間工事の元請事業者は、次のような情報交換専用ホームページを利用して、建設発生
土の情報交換を行う。
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①官民一体となった情報交換の試行方法

次ページへ続く



■民間工事の元請事業者は、次のような情報交換専用ホームページを利用して、建設発生
土の情報交換を行う。
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①官民一体となった情報交換の試行方法

前ページより



■公共工事については、『建設発生土情報交換システム』に登録されているデータのうち、
工事間利用に必要となる情報に限定して情報交換を実施。
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①官民一体となった情報交換の試行方法

情報公開の内容等



■マッチング調整結果登録は、公共工事、民間工事それぞれ次の手順で実施。

12

④マッチング調整結果登録の試行方法

調査票のフォーマットは、次ページ参照

公共工事土量調査（実績調査）として引き続き実施
次の内容を回答

工事間利用の有無（コード選択式）

工事間利用が実現しなかった理由（コード選択式）

最終的な搬出先・搬入元（コード選択式）

搬出先住所、搬出先名称

『情報提出用ファイル（Ｐ．１３）』にて建設発生土官民有効利用試行マッチ
ング事務局に提出
土量情報提供フォーマット（Ｐ．１３）に実績情報を追加

土工期終了一定期間後に試行事務局からの要請後、メールで次の情報を回答
工事間利用の有無（コード選択式）

工事間利用が実現しなかった理由（コード選択式）

最終的な搬出先・搬入元（コード選択式）

搬出先住所、搬出先名称

公共工事の搬出先情報の記載

民間工事の搬出先情報の記載



■民間工事のマッチング調整結果登録に関する情報は、次のフォーマットで情報を提供。
■土工期終了一定期間後、事務局からの確認に対してメール等にて回答を行う。
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④マッチング調整結果登録の試行方法

提出情報のフォーマット（案）

工事間 最終的な搬出先 最終的な搬入元
利用の有無 その他の理由 住所 名称

記入例 999 　(株)○○建設 13101 東京都千代田区 新規
実現せず 土工期が一致する工事が無かった

土質改良プラント
東京都港区 ○○プラント

00100101 001 　○○建設(株)

00100102 001 　○○建設(株)

00100103 001 　○○建設(株)

00100104 001 　○○建設(株)

00100105 001 　○○建設(株)

00100106 001 　○○建設(株)

00100107 001 　○○建設(株)

00100108 001 　○○建設(株)

00100109 001 　○○建設(株)

00100110 001 　○○建設(株)

マッチング調査結果情報提出表民間工事土量情報提出表（説明用）

土量情報（予定情報）

マッチング番号

建設発生土利用調整結果

最終的な搬出先・搬入元の情報
業者コード

工事間利用が実現しなかった理由
住所コード 施工場所 土量情報状況業者名

事務局が
発行します。

事務局が
入力します。

注）
表
の
一
部
省
略

P.7
参
照

実現せずの場合
リストから選択してください。

［選択項目］
1.土工期が一致する工事が無かった
2.土質が一致する工事が無かった
3.(土工期、土質が一致する工事はあったが、)利用調整
を試みなかった

4.(土工期、土質が一致する工事はあったが、)民間との
工事間利用が認められていない、との理由で断られた

5.(土工期、土質が一致する工事はあったが、)民間との
工事間利用を行うための手続き方法等が整備されてい
ない、との理由で断られた

6.(土工期、土質が一致する工事はあったが、)民間との
工事間利用を行うための手続きに時間を要するため、
利用できなかった

7.その他

リストから選
択してくださ
い。

［選択項目］
・実現
・実現せず

住所
を入力して
ください。

搬出先・搬
入元
を入力して
ください。

その他の場合
理由を具体的
に入力してく
ださい。

リストから選択してください。

［選択項目］
1.他の工事現場
2.現場内利用
3.土質改良プラント
4.建設発生土ストックヤード
5.海面処分場
6.民間内陸受入地

7.公共内陸受入地

リストから選択してください。

［選択項目］
1.他の工事現場
2.現場内利用
3.土質改良プラント
4.建設発生土ストックヤード
5.建設汚泥中間処理施設（建設
汚泥処理土利用）

6.新材利用



■Ｈ２７年度からの官民一体となった情報交換の試行の評価については、次の視点で実施
する。
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官民一体発生土マッチング試行の評価の視点について

【視点①】民間工事の土量情報の登録件数

民間工事の土量情報がどの程度登録されたか。

【視点②】工事間利用の実現状況

『公共⇔民間』の工事間利用の実現状況

実現件数、実現土量

実現した場合の、マッチング調整相手の確定方法、仮置き場の活用の有無、費用負担

方法、工事間利用の協定等の締結方法、土質証明、有害物質溶出等試験結果等の

活用方法など（想定される方法は次ページ等）

『民間⇔民間』の工事間利用の実現状況

実現件数、実現土量

実現した場合の、工事間利用の調整方法、仮置き場の活用の有無、費用負担方法、

工事間利用の協定等の締結方、土質証明、有害物質溶出等試験結果等の活用方法

法など（想定される方法は次ページ等）

試行実施により一定の効果が認められる場合

更なる、建設発生土有効利用マッチング促進策を推進


